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TKRと世界交通網構築、物流中心国家としての韓国 

韓日トンネルとベーリング海峡トンネルを中心とする 
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 朝鮮半島縦断鉄道（TKR）という概念は、1994 年に国連アジア太平洋経済社会委

員会（UNESCAP）がアジア陸上交通インフラストラクチャー開発（ALTID, Asian 

Land Transport Infrastructure Development Project）計画の一環としてアジア横

断鉄道の北部路線（朝鮮半島、モンゴル、中国、ロシア、カザフスタン）が検討され

ることにより登場した。 

 大陸連結ランドブリッジとしてシベリア横断鉄道（TSR）、中国横断鉄道（TCR）、

満州横断鉄道（TMR）、モンゴル横断鉄道（TMGR）の重要性が増しており、南北間

の京義線・東海線連結事業の推進、南・北・ロシア鉄道の連結事業などにより大陸輸

送網としての TKR の重要性はさらに高まっている。最近では韓中海底トンネル、韓

日海底トンネル、ベーリング海峡海底トンネル構想が本格的に議論され、鉄道ネット

ワークを中心とした物流拠点として朝鮮半島が再び脚光を浴び始めてきた。 

 これに関して国策研究機関と地方自治団体の研究機関、民間の研究機関などで妥当

性の研究が進められているが、研究主体の主観的な視点と一方的な論理が強調され、

説得力に欠けた研究と評価されているのが現実だ。TKR、TSR、TCR などの鉄道網

の機能と役割、海底トンネルの経済性についての議論が続いており、行き過ぎた楽観

論と行き過ぎた悲観論が混在している状態では世論形成が困難というのが実情だ。 

 韓国と北朝鮮は 2007 年４月に南北経済協力推進委員会の合意を通じ、2007 年 5

月 17日に南北列車の試験運転を実施した。しかしながら北朝鮮が 2008年 12月に一

方的に陸路通行の制限措置を実施したため、2008 年 11 月 28 日以降、鉄道運行は中

断状態にある。鉄道公社は鉄道運行が中止されて以来、現場巡回によるトラサン駅～

イムジン江駅区間のレールやバラストなどの道床点検を実施しているが、国土海洋部

と統一部、国防部の間の業務重複あるいは空白現象が発生する可能性が高く、総合的

かつ体系的な管理体系が整えられてないのが現状である。 

 

TKR連結事業の現状 

 

北方経済と鉄道は不可分の関係にある。北方の大陸国家であるロシアと中国、モン

ゴルは主鉄従道の交通網を持つ鉄道中心の国家である。北朝鮮もやはり貨物輸送の

90％を鉄道が占めている。北方大陸国家の場合、鉄道は単純な物資と人を空間的に移

動させる交通手段ではなく、政治、経済、文化をひとつに結ぶ国家のシンボルとして

の機能を果たしている。 

 最近、中国とロシア、モンゴル、北朝鮮は国家間の鉄道が途絶えた区間の復元を始



め、国境通過、検疫、出入国システムの改善、港湾を結ぶ鉄道網の構築などのために

大規模な投資を実施しているが、法的・制度的な壁を解決するために両者間、多者間

の協力体系を構築中である。 

 例えば 2012 年８月、北朝鮮のチャン・ソンテク国防委員会副委員長の中国訪問以

後、北朝鮮と中国の間の経済協力が再燃している。チャン・ソンテクは北朝鮮・中国

両者間の「政府主導」「企業重視」「市場原理」「相互利益」という基本原則を再確認

した上で、中国側のより積極的な関わりと事業推進の速度増進を要請した。北朝鮮は

中国の地方政府と民間次元の投資実績が不審という現実から中国中央政府の介入を

要求するとみられる。しかし中国政府は「両国政府が主導して企業が主軸となって市

場を土台とする」という協議文レベルで応答した。 

 統計値に載った北朝鮮・中国の経済協力のレベルは急速な成長趨勢にある。対中依

存度が深まり 2011年基準で北朝鮮と中国の貿易規模は前年比 62.4％増の 56億 2900

万ドルに上った。北朝鮮と中国の経済協力の範囲と内容についての様々な視点がある

なかで共通した見方は、北朝鮮と中国間の社会間接資本を中心にした協力は拡大深化

しているものとみられる。北朝鮮と中国の間の北朝鮮の社会関節資本に対する近代化

と新規投資は単純な支援レベルにとどまらず施設の共同開発・共同運営というレベル

にまで拡大している。 

 中国は 2010年 10月の共産党第 17期中央委員会 5次全体会議で今後の中国経済の

方向である 12次 5ヵ年計画（2011～2015）を樹立した。鉄道旅客専用線と地域間の

幹線、石炭運送と建設の加速化、高速鉄道の発展、高速旅客運送ネットワーク形成、

大量貨物運送ネットワーク強化などが挙げられる。 
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羅先 コントランス、ラジン～豆満江区間の鉄道 49年間賃借 

 

                  略 

 

東北アジアの物流センター化戦略 

 前与党政府の国定目標は「平和と繁栄の東北アジア時代」であり、それを具体化す

るための手段の一つとして東北アジア物流センター国家としての発展を設定した。

2003 年４月に「東北アジア経済センター推進委員会」が組織され、汎政府的レベル

で東北アジアの物流問題が本格的に提起された。続く 2003 年８月にはインチョン空

港、釜山港、光陽港と各背後の団地を「世界の貨物と情報、そして人々が集まる東北

アジアの関門」として育成するというビジョンを設定し、それまで各部署で個別に進

めてきた関連計画を総合して「東北アジア物流センター推進ロードマップ」を確定し

た。 



 政府は東北アジア物流センター推進ロードマップに沿い、インチョン国際空港を東

北アジアの主軸空港に、釜山・光陽港を東北アジアのセンター港湾へとそれぞれ育成

するため、港湾施設と背後団地、アプローチ交通施設を拡充し、運送体系効率化のた

め内陸の物流拠点施設も増やした。また鉄道・港湾への投資を増やし、大量運送体制

を構築するため交通施設の投資配分の調整を進めてきた。さらに世界の物流企業の誘

致ために、国際物流活動を支援する関税自由地域法と自由貿易地域法を一元化し、先

端物流情報網体系を構築し、通関制度などを改善した。それと共に物流専門企業の育

成と高級物流専門マンパワーの養成も進めた。外部的には中国とロシアを中心とする

東北アジア物流環境の急激な変化、内部的には戦略による各種の利害関係がぶつかり

合い戦略推進の困難が表面化したこともあった。 

 物流に関連した政府主務部署としては国土海洋部、知識経済部などがあるが、東北

アジア物流センター化戦略と関連し、これらの間の役割分担が的確に設定されておら

ず、政策と意見の調律が困難で相互の緊密な協力がなされなかった。また物流政策が

部署別・事案別に散発的に進められることで、政策の一貫性と連携性が確保できなか

ったという指摘もある。 

 東北アジア物流センター化戦略の実現において重要な課題は、周辺国との協力に基

づく「特化した競争構図」の構築だ。特に東北アジア域内国家間の交易拡大を通じ、

域内の総物流量の増加を引き出し、これを基礎として域内拠点空港・港湾間の協力的

なネットワークを構築することが重要な課題である。域内航空自由化（open sky）と

空港貨物市場の開放は、各国の領空主権と自国の航空会社の保護などを理由に進行程

度が充分ではないのが実情だ。域内国家間の港湾インフラについての競争的・対決的

拡張によるハブ競争が熾烈に繰り広げられることで重複過剰投資の問題も発生した。

空港・港湾および背後団地と関連し、課題の遂行が不十分だったり不振な場合が多い

が、これは開発に投入する資本があまりにも大きく相当部分を国家の支援に頼ったた

めである。 

 

世界鉄道網の構築戦略は特化した競争構図に 

韓日海底トンネルについては日本政府の関心と国民的な世論の有無について明確

な検証が必要である。日本国内における韓日海底トンネルについての内閣と議会の動

きはごく僅かである。韓日首脳会談で日本の総理が韓日海底トンネルを外交的な修辞

として言及した以外に注目に値する動きは見えない。 

 1996 年８月に日本の自民党外交調査会（会長：中山太郎）が韓日海底トンネルに

関する内部的な勉強会を開いたことがある。2003 年 7 月にも自民党の外交調査会が

似たような会議を開催したが「韓日海底トンネルは技術的に可能」という専門家の意

見を聞き取りしたレベルに終わった。 

 2003年に日本の自民党は「夢実現 21世紀会議」で、今後 100年間に進めるべき事

業を国民に公募したが、そのなかの３大事業の一つが韓日海底トンネルである。2008

年には日本の国会で日韓海底トンネル推進議員連盟が結成されたが会員は８名だ。鳩

山由紀夫前総理を除く７名は全て韓日海底トンネル連結地域である九州出身として

であり積極的なイメージが弱い。 



 日本の非営利法人である日韓トンネル研究会の研究と広報活動も僅かなレベルで

ある。韓日海底トンネルを日本の国家開発のアジェンダ（行動計画）として認識する

ほどまでには日本国内での世論形成が高まっていない。従って我が国政府の公式的対

応は不可能なのが実情だ。 

 韓日トンネルの壁を交通ネットワークの面から克服するには、鉄道輸送の経済性確

保、リニアモーターカーの適用可能性、財源調達などの解決が重要な要となる。日本

の距離別手段分担率分布によれば 1000km 以上の距離では鉄道の手段分担率は４％

レベルだ。従ってソウル～東京間 1830kmについて競争力を確保する方法が構築され

なければならない。 

 2012 年、ロシア鉄道公社はベーリング鉄道トンネル事業が構想段階に入ったと発

表したが、ロシア鉄道後者のヤクーニン社長は、この事業について 2017 年までロシ

ア国内で法的な承認がなされるものとみている。 

 ロシアは今後 10年～15年以内に本格的な事業施行がなされるとみて他者間協力形

態での推進方式を示している。韓国がこのような他者間協力構図に主体的に加わるに

は関連技術の開発と先導事業として韓日・韓中トンネル、ホナムー済州海底トンネル

の事業化が積極的に検討されなければならないのだ。 

 東北アジアの鉄道網構築さらには世界鉄道網の構築戦略の具体的実現において最

も重要な課題は周辺国との協力に基づく競争構造の構築である。特に東北アジア域内

の国家間陸上輸送網交易の拡大を通じて物流量の増加を牽引し、それを基礎として域

内拠点間の協力的なネットワークを構築することが何よりも重要である。 

 

物流の主導権を握るため時間的ゆとりは多くない 

 急激な東北アジアの政治・経済環境の変化に対応するためには多くの戦略を模索し

なければならない。国際輸送路からの脱落は深刻な経済的損失となる。意味もなく待

つことは対策とはいえない。我々に残された時間は多くはないという事実を知るべき

である。特に東北アジア地域の物流の主導権を中国、ロシアが掌握する可能性に備え

なければならない。TKR の活性化と韓日・韓中海底トンネルなどを通じた朝鮮半島

の拠点化戦略は国家の生き残り戦略である。 

 

 

 

表-3 韓日海底トンネル開通時のソウル～東京間所要時間 

 

区分 距離 所要時間 備考 

ソウル～釜山 412.0km 1:56 
高速鉄道（平均速度 213km/h）２段階

開通時 

釜山～唐津 

（海底トンネル） 
219.0km 

1:20 

(0:40) 

新幹線（最高 350km/h） 

（弾丸列車：最高時速 700km） 

博多～東京 1,197.6km 6:04 新幹線 

合計 1,828.6km 9:20  



(8:40) 

注：海底トンネルの距離は日韓トンネル研究会の路線案の平均距離 

 


